
特定非営利活動法人 お笑い連盟定款
第 1章 総 則

(名 称)
第1条 この法人は、特定非営利活動法人お笑い連盟と称する。

(事務所)

第 2条 ここの法人は、主たる事務所を東京都板橋区大山東町45番4号 トレジャリィ遊座
大山地下 1階に置く。

(目 的)
第 3条 この法人は、お笑い芸人を中心とした地域活動を通じて、板橋の地域住民を中心に
笑いを提供し、地域社会の活性化および住民の交流促進を図ることを目的とする。

(特定非営利活動の種類)

第4条 この法人は、前条の目的を達成するため、次の種類の特定非営利活動を行う.
1 社会教育の推進を図る活動
2 学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動
3 まちづくりの推進を図る活動
4 地域安全活動
5 子どもの健全育成を図る活動
6 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動
7 前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動

(事業の種類)

第 5条 この法人は、第 3条の目的を達成するため、特定非営利活動に係る事業として、次
の事業を行う。

1 特定非営利活働に係る事業
(1)お笑いライプの定期開催による地域住民との交流促進事業

(2)子ども食堂におけるボランティア活動及び地域イベント事業

(3)芸人の地位向上及び活動支援に関する啓発事業

(o防災や地域祭りなどへの協力事業
(5)地域活性化や交流促進を目的として、お笑いライプ等の
イベントでの飲食提供、及び飲食店の運営事業

2 その他の事彙
(1)劇場のレンタルに関連する収益事業

(2)グッズ販売や公演に関連する収益事業

(3)ホームページやSNSでの広告事業
(4)お笑い芸人などによるコミュニティアプリによる収益事業



1.前項に掲げる事業は、第 1項に掲げる事業に支障がない限り行うものとし、その利
益は、第 1項に掲げる事業に充てるものとする。

第 2章 会 員

(種 別)
第 6条 この法人の会員は、次の2種とし、正会員をもって特定非営利活動促進法 (以下
「法」という。)上の社員とする。

(1)正会員  この法人の目的に賛同して入会した個人及び団体
(2)賛助会員 この法人の目的に賛同じ賛助するために入会した個人及び団体

(入 会)
第 7条 会員の入会について、特に条件は定めない.
2 会員として入会しようとするものは、理事長が別に定める入会申込書により、理事長
に申し込むものとする。

3 理事長は、前項の申し込みがあったとき、正当な理由がない限り、入会を認めなけれ
ばならない。

4 理事長は、第 2項のものの入会を認めないときは、速やかに、理由を付した書面を
もって本人にその旨を通知しなければならない。

(入会金及び会費)

第8条 会員は、総会において別に定める入会金及び会費を納入しなければならない。

(会員の資格の喪失)

第 9条 会員が次の各号の一に該当する場合には、その資格を喪失する。
(1)退会届の提出をしたとき。

(2)本人が死亡し、若しくは失踪宣告を受け、又は会員である団体が消滅したとき。

(3)継続して 1年以上会費を滞納したとき.

(4)除名されたとき。

(退 会)
第 10条‐ 会員は、理事長が別に定める退会届を理事長に提出して、任意に退会することが
できる。

(除 名)
第11条 会員が次の各号の―に該当する場合には、総会の議決により、これを除名するこ
とができる。

(1)この定款に違反したとき。

(2)この法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。

2 前項の規定により会員を除名しようとする場合は、議決の前に当該会員に弁明の機会



を与えなければならない。

第3章 役 員

(種別及び定数)

第12条 この法人に、次の役員を置く。
(1)理事 3人以上 7人以内

(2)監事 1人以上 2人以内
2 理事のうち 1人を理事長とし、 1人以上2人以内を副理事長とする。

(選任等)

第13条 理事及び監事は、総会において選任する。
2 理事長及び副理事長は、理事の互選とする。
3 役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若しくは3親等以内の親族が
1人を超えて含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び3親等以内の親族が役員の総

数の3分の 1を超えて含まれることになってはならない。

4 法第20条各号のいずれかに該当する者は、この法人の役員になることができない。
5 監事は、理事又はこの法人の職員を兼ねてはならない。

(職 務)

第14条 理事長は、この法人を代表し、その業務を総理する。
2 理事長以外の理事は、法人の業務について、この法人を代表しない。
3 副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故があるとき又は理事長が欠けたときは、
理事長があらかじめ指名した順序によって、その職務を代行する。

4 理事は、理事会を構成し、この定軟の定め及び総会又は理事会の議決に基づき、この
法人の業務を執行する。

5 監事は、次に掲げる職務を行う。
(1)理事の業務執行の状況を監査すること。

(2)この法人の財産の状況を監査すること。

(3)前 2号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し不正の行為又は法

令若しくは定軟に違反する重大な事実があることを発見した場合には、これを総会又

は所轄庁に報告すること.

(4前号の報告をするために必要がある場合には、総会又は理事会を招集すること.

(5)理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事及び理事会に意見

を述べること。

(6)必要に応じて理事会に出席し、意見を述べること。

(任期等)



第15条 役員の任期は、1年とする。ただし、再任を妨げない。
2 補欠のため、又は増員により就任した役員の任期は、それぞれの前任者又は現任者の
任期の残存期間とする。

3 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務を行わ
なければならない。

(欠員補充)

第16条 理事又は監事のうち、その定数の3分の 1を超える者が欠けたときは、遅滞なく
これを補充しなければならない。

(解 任)
第17条 役員が次の各号の―に該当する場合には、総会の議決により、これを解任するこ
とができる。

(1)心身の故障のため、職務の遂行に増えないと認められるとき。

(2)職務上の義務連反その他役員としてふさわしくない行為があったとき。

2 前項の規定により役員を解任しようとする場合は、議決の前に当該役員に弁明の機会
を与えなければならない。

(報酬等)

第18条 役員は、その総数の3分の 1以下の範囲内で報酬を受けることができる。
2 役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。
3 前2項に関し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別に定める.

第4章 会 議

(種 別)
第19条 この法人の会議は、総会及び理事会の2種とする。
2 総会は、通常総会及び臨時総会とする。

(総会の構成)

第20条 総会は、正会員をもって構成する。

(総会の権能)

第21条 総会は、以下の事項について議決する。
(1)定款の変更

(2)解散及び合併

(3)会員の除名

(4)事業計画及び予算並びにその変更



(5)事業報告及び決算

(6)役員の選任及び解任

(7)役員の職務及び報酬

(8)入会金及び会貴の額

(9)資産の管理の方法

(10)借入金 (その事業年度内の収益をもって償還する短期借入金を除く.第47条にお

いて同じ。)その他新たな義務の負担及び権利の放棄

(11)解散における残余財産の帰属

(12)事務局の組織及び運営

(13)その他運営に関する重要事項

(総会の開催)

第22条 通常総会は、毎年 1回開催する。
2 臨時総会は、次に掲げる場合に開催する.
(1)理事会が必要と認め、招集の請求をしたとき。

(2)正会員総数の5分の 1以上から会議の目的を記載した書面により招集の請求があっ

たとき。

(3)監事が第14条第 5項第 4号の規定に基づいて招集するとき。

(総会の招集)

第23条 総会は、前条第2頂第3号の場合を除いて、理事長が招集する。
2 理事長は、前条第 2項第 1号及び第 2号の規定による請求があったときは、その日か
ら30日以内に臨時総会を招集しなければならない。

3 総会を招集するときには、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面又は
電磁的方法により、開催の日の少なくとも5日前までに通知しなければならない.

(総会の議長)

第24条 総会の議長は、その総会に出席した正会員の中から選出する.

(総会の定足数)

第25条 総会は、正会員総数の2分の 1以上の出席がなければ開会することはできない。

(総会の議決)

第26条 総会における議決事項は、第23条第3項の規定によってあらかじめ通知した事項
とする。

2 総会の議事は、この定款に規定するもののほか、出席した正会員の過半数をもって決
し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

3 理事又は正会員が、総会の目的である事項について提案した場合において、正会員全
員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の

社員総会の決議があったものとみなす。



(総会での表決権等)

第27条 各正会員の表決権は、平等なものとする。
2 やむを得ない理由により総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された事項に
ついて書面若しくは電磁的方法をもって表決し、又は他の正会員を代理人として表決を

委任することができる。

3 前項の規定により表決した正会員は、前2条及び次条第 1項の適用については、総会
に出席したものとみなす。

4 総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の議決に加わるこ
とができない。

(総会の議事録)

第28条 総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。
(1)日時及び場所

(2)正会員総数及び出席者数 (書面若しくは電磁的方法による表決者又は表決委任者が

ある場合にあっては、その数を付記すること。)

(3)審議事項

(4)議事の経過の概要及び議決の結果

(5)議事録署名人の選任に関する事項

2 議事録には、議長及び総会において選任された議事録署名人 2人が、記名押印又は署
名しなければならない。

3 前 2項の規定にかかわらず、正会員全員が書面又は電磁的記録による同意の意思表示
をしたことにより、総会の決議があったとみなされた場合においては、次の事項を記載

した議事録を作成しなければならない。

(1)総会の決議があったものとみなされた事項の内容

(2)前号の事項の提案をした者の氏名又は名称

(3)総会の決議があったものとみなされた日及び正会員総数

(o議事録の作成に係る職務を行った者の氏名

(理事会の構成)

第29条 理事会は、理事をもって構成する.

(理事会の権能)

第30条 理事会は、この定款に別に定める事項のほか、次の事項を議決する。
(1)総会に付議すべき事項

(2)総会の議決した事項の執行に関する事項

(3)その他総会の議決を要しない業務の執行に関する事項

(理事会の開催)

第31条 理事会は、次に掲げる場合に開催する。



(1)理事長が必要と認めたとき。

(2)理事総数の2分の 1以上から理事会の目的である事項を記載した書面により招集の

請求があったとき。

(理事会の招集)

第32条 理事会は、理事長が招集する。
2 理事長は、前条第 2号の規定による請求があったときは、その日から14日以内に理
事会を招集しなければならない。

3 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面又は
電磁的方法により、開催の日の少なくとも5日前までに通知しなければならない。

(理事会の議長)

第33条 理事会の議長は、理事長がこれにあたる。

(理事会の議決)

第34条 理事会における議決事項は、第32条第 3項の規定によってあらかじめ通知した事
項とする。

2 理事会の議事は、理事総数の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決する
ところによる。

3 理事が議案について書面または電磁的記録による意思表示を行い、その意思表示が理
事総数の過半数に達した場合は、その議案は理事会において可決されたものとみなす。

ただし、理事の全員が書面または電磁的記録による議決に異議を述べないことを条件と

する。

(理事会での表決権等)

第35条 各理事の表決権は、平等なものとする。
2 やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知された事項に
ついて書面をもって表決することができる。

3 前項の規定により表決した理事は、前条及び次条第 1項の適用については、理事会に
出席したものとみなす。

4 理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に加わるこ
とができない。

(理事会の議事録)

第36条 理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならな
い。

(1)日時及び場所

(2)理事総数、出席者数及び出席者氏名 (書面表決者にあっては、その旨を付記するこ

と。)

(3)審議事項



(4)議事の経過の概要及び議決の結果

(5)議事録署名人の選任に関する事項

2 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人2人が記名押
印又は署名しなければならない。

第5章 資 産

(資産の構成)

第37条 この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。
{1)設立当初の財産目録に配載された資産

(2)入会金及び会費

(3)寄附金品

(4)財産から生じる収益

(5)事業に伴う収益

(6)その他の収益

(資産の区分)

第38条 この法人の資産は、特定非営利活動に係る事業に関する資産、その他の事業に関
する資産の 2種とする。

(資産の管理)

第39条 この法人の資産は、理事長が管理し、その方法は、総会の議決を経て、理事長が
別に定める。

第6章 会 計

(会計の原則)

第40条  この法人の会計は、法第27条各号に掲げる原則に従って行わなければならない。

(会計の区分)

第41条 この法人の会計は、特定非営利活動に係る事業会計、その他の事業会計の2種と
する。

(事業年度)

第42条 この法人の事業年度は、毎年 1月 1日に始まり、翌年 12月 31日に終わる。



(事業計画及び予算)

第43条 この法人の事業計画及びこれに伴う予算は、毎事業年度、理事長が作成し、総会
の議決を経なければならない。

(暫定予算)

第44条 前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないときは、理事
長は、理事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準じ収益費用を請

じることができる。

2 前項の収益費用は、新たに成立した予算の収益費用とみなす。

(予算の追加及び更正)

第45条 予算成立後にやむを得ない事由が生じたときは、総会の議決を経て、既定予算の
追加又は更正をすることができる。

(事業報告及び決算)

第46条 この法人の事業報告書、活動計算書、貸借対照表及び財産目録等決算に関する書
類は、毎事業年度終了後、速やかに、理事長が作成し、監事の監査を受け、総会の議

決を経なければならない。

2 決算上剰余金を生じたときは、次事業年度に繰り越すものとする。

(臨機の措口)

第47条 予算をもって定めるもののほか、借入金の借入れその他新たな義務の負担をし、
又は権利の放棄をしようとするときは、総会の議決を経なければならない。

第7章 定款の変更、解散及び合併

(定飲の変更)

第48条 この法人が定款を変更しようとするときは、総会に出席した正会員の4分の3以
上の多数による議決を経、かつ、法第25条第 3項に規定する事項については、所轄

庁の認証を得なければならない。

2 この法人の定款を変更 (前項の規定により所轄庁の認証を得なければならない事項を
除く。)したときは、所轄庁に届け出なければならない。

(解 散)
第49条 この法人は、次に掲げる事由により解散する。
(1)総会の決議

(2)目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能

(3)正会員の欠亡

(4)合併



(5)破産手続開始の決定

(6)所轄庁による設立の認証の取消し

2 前項第 1号の事由によりこの法人が解散するときは、正会員総数の4分の3以上の議
決を経なければならない。

3 第 1項第 2号の事由によりこの法人が解散するときは、所轄庁の認定を得なければな
らない。

(残余財産の帰属)

第50条 この法人が解散 (合併又は破産手続開始の決定による解散を除く。)したときに

残存する財産は、法第11条第 3項に掲げる者のうち、総会において議決したものに

譲渡するものとする。

(合 併)
第51条| この法人が合併しようとするときは、総会において正会員総数の4分の3以上の

議決を経、かつ、所轄庁の認証を得なければならない。

第8章 公告の方法
(公告の方法)

第52条 この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載して行
う。ただし、法第28条の2第 1項に規定する貸借対照表の公告については、この法

人のホームページにおいて行う。

第9章 事務局

(事務局の設置)

第53条 この法人に、この法人の事務を処理するため、事務局を設置することができる。
2 事務局には、事務局長及び必要な職員を置くことができる。

(職員の任免)

第54条 事務局長及び職員の任免は、理事長が行う。

(組織及び運営)

第55条 事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別に定
める。



第10章 雑 則

(細 則)
第56条| この定軟の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、理事長がこれを定

める。

附 則
1 この定款は、この法人の成立の日から施行する。
2 この法人の設立当初の役員は、次のとおりとする。
理事長

副理事長

貴

3 この法人の設立当初の役員の任期は、第15条第 1項の規定にかかわらず、この法人の成
立の日から令和8年 12月 31日 までとする。

4 この法人の設立当初の事業年度は、第42条の規定にかかわらず、この法人の成立の日か
ら令和7年 12月 31日までとする。

5 この法人の設立当初の事業計画及び予算は、第43条の規定にかかわらず、設立総会の定
めるところによる。

6 この法人の設立当初の入会金及び会費は、第8条の規定にかかわらず、次に掲げる額と
する。

(1)入会金 正会員 (個人・団体)0円 賛助会員 (個人・団体) 0円
(2)年会費 正会員 (個人・団体)1,000円 賛助会員 (個人・団体)1口 500円

(1日以上)

夏

幸

航

綺

晋

田

原

山

沢

西

松

中

米

事

事

理

監



書式第1号 (法第 10条・第23条関係)

設立・役員変更用

役 員 名 簿 (銀名級 確 員のうち硼 を受ける者の額 )

生産墜量墜コ法と出墨遭盟

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

●以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)
●各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

役名
(どちらかに○)

(フ リガナ)

氏名

報酬の有無
(どちらかに())

役職名等

1

ニシダコウキ

西田 幸貴
 

無 理事長

2
マツパラ コウ

松原 航

有 副理事長

3 事
ナカヤマ アヤ

中山綺夏
 有

4
ヨネザワシン

米沢 晋

有

5 理事・監事 有・無

6 理事・監事 有 。無

7 理事・監亭 有・無

8 理事・監事 有・無

9 理事・監事 有・無

□[]

「

¬
「
¬

中



書式第8号 (法第 10条・第25条関係)

設立・定款変更用

2025年1度 事業計画書

特定非営利活動法人 五菫量連盟

1 事業実施の方針
2"5年度において、特定非営利活動法人お笑い連盟は、地域社会に笑いと文化を提供し、住民同士の交
流促進と地域の活性化を目指します.具体的には、毎週開催されるお笑いライブ『昼寄席」を中心とし
た地域住民との交流事業を軸に、芸人の地位向上と活動支援、子ども食堂でのポランティア活動、防災
意識の向上を目的とした地域イベントヘの参加など、多岐にわたる事業を展開していきます。

また、収益事業として、ライブ会場でのグッズ販売や飲食の提供、劇場スペースの貸出を行い、法人の

持続可能な運営基盤を構築します。これらの活動により、地域に根ざした笑いの文化を創出し、芸人が

持続的に活躍できる環境の整備を図ります。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 1 10 】千Fモ1 )

事票買
(千円)

定欲に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所 従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

お笑いライフ
の定期開催に
よる地域住民
との交流促進
事業

お笑いライブ
「昼寄席」の
定期開催事業

苺週水・木
13:(()   ‐

20:00

トレジヤ
山遊座大

1階

リィ
地下 12

板橋区を中心
とした却勁羮の

住人

約lm人 1500

子ども食堂に
おけるポラン
ティア活動及
び地域イベン
ト事業

子ども食堂ヘ

のポランテイ
ア事業

2025年  毎
月第2土曜
日

トレジャリィ

遊座大山地下
1階
および地域施

設

´
０ 板橋区を中心

とした地域の
子どもたちお
よびその家族

約2∞人 Ю

芸人の地位向
上及び活動支
援に関する啓
発事業

芸人の地位向

上と支援活動

事業

四

及
年
毎
峙

２５
期

慶

”
半

び

トレジャリィ
遊座大山地下
1階
およびオンラ
イン

´
０ 東京近郊のお

笑い芸人を中
心とした方

約150人 200

防災や地域祭
りなどへの協
力事業

地域活動 (防
災訓練・祭り
等)への協力
事業

2025年  各
地域イベン

ト開催日

板橋区および

近隣地域

´
０ 板橋区を中心

とした地域住
民 (特に家族
層)

約鰤 人 30

地域活性化や

交流促造を目
的として、お

笑いライブ等
のイベントで
の飲食提供、
及び飲食店の

運営事業

イベントやラ
イプでの飲食
販売事業

m25年 各
地域イベン

ト開催日

トレジャリィ
遊座大山地下
1階
および地域施
設

6

板橋区を中心

とした地域の

住人

約lm人 Ю



(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 1,401】 千円)

定欣に配載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事票置
(千円)

劇場のレン

タルに関連
する収益事
業

シアター咲の外部団体などへのレンタ
ル事業

母涸水・不
13:(X)‐ 20:(X)

以外の時間
帯

トレジヤリイ
遊座大山 地下
1階

2 1 379

グツズ販売
や公演に関
連する収益
事業

む笑いライフ l昼寄席」やアフリでの
グッズ販売事業

毎週水・ 木
131(X)-20:00

トレジ
遊座大
1階

ャリィ
山 地下 4 15

ホームペー
ジやSNSで
の広告事業

SNS(Youtube)での広告事業

板橋区以外

の地域のお

実い好きの

方

約1∞人

2 3

お笑い芸人
などによる
コミュニ

ティアプリ
による収益
事業

シアター咲のフアンクラブアプリ事業 母週水・不
13:(X)‐ 20:00

オンライン 2 4



書式第8号 (法第 10条・第25条関係)

設立口定款変更用

2026年度 事業計画書

特定非営利活動法人_樹迅」鑑L_________

1 事業実施の方針
2026年度において、特定非営利活動法人お笑い連盟は、地域社会に笑いと文化を提供し、住民同士の交

流促進と地域の活性化を目指します。具体的には、毎週開催されるお笑いライブ「昼寄席」を中心とし
た地域住民との交流事業を軸に、芸人の地位向上と活動支援、子ども食堂でのポランティア活動、防災
意識の向上を目的とした地域イベントヘの参加など、多岐にわたる事業を展開していきます。

また、収益事業として、ライブ会場でのグッズ販売や飲食の提供、劇場スペースの貸出を行い、法人の

持続可能な運営基盤を構築します。これらの活動により、地域に根ざした笑いの文化を創出し、芸人が

持続的に活躍できる環境の整備を図ります。

前年度の事業を継続し安定的に運営を行います。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 2 592 】千円 )
定歌に記載
された

事業名

事業内容 日時 場所 従事者
人数

受益
対象者

範囲

受益
対象者
人数

事粟■
(千円)

お笑いライフ
の定期開催に
よる地域住民
との交流促進
事業

お笑いライブ
r昼寄席」の
定期開催事業

毎遇水 。本
13:(X)‐ 20:00

トレジャリィ
山 地下遊座大

1階
12

板橋区を中心
とした劇勁膚の

住人

約lm人 2,220

子ども食堂に
おけるボラン

ティア活動及
び地域イベン
ト事業

子ども食堂ヘ

のポランティ
ア事業

2025年 毎月
第2土曜日

トレジャリィ
遊座大山 地下
1階
および地域施
設

6 板橋区を中心
とした劇弾

`の子どもたちお
よびその家族

約2∞人

“

芸人の地位向
上及び活動支
援に関する啓
発事業

芸人の地位向
上と支援活動
事業

2025年 四半
期毎 及び
随時

トレジャリィ
道座大山 地下
1階
およびオンラ
イン

6 東京近郊のお

笑い芸人を中

心とした方

約150人 240

防災や地域祭
りなどへの協
力事業

地域活動 (防
災訓練・祭り

等)への協力
事業

2025年 各地
域イベント

開催日

板橋区および
近隣地域

6 板橋区を中心
とした地」崚住
民 (特に家族
層)

約3∞人 36

地域活性化や
交流促進を目
的として、お

実いライブ等
のイベントで
の飲食提供、
及び飲食店の
運営事業

イベントやラ
イプでの飲食
販売事業

2025年 各地
域イベント

開催日

トレジャリィ
遊座大山 地下
1階
および地域施
設

6

板橋区を中心

とした地域の

住人

約150人 ∞



(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 1,752】 千円)

足歌に配載
された
事業名

軍案内容 日時 場所
従事者
人数

事業員
(千円)

劇場のレン

タルに関連

する収益事
業

シアター咲の外部団体などへのレンタ
ル事業

母遍水・本
13:(X〕 ‐20:(X)

以外の時間
帯

トレジヤ
リィ遊座大
山
階
地下 1

2 1,656

グッズ販売
や公演に関
連する収益
事業

む笑tゝライフ
1昼寄席」やアフリでの

グッズ販売事業
毎週水 。本
13:00-20:00

トレ
リィ
大山
1階

ジ ャ

遊座
地下
4 ∞

ホームペー
ジやSNSで
の広告事業

SNS(Y∞樋be)での広告事業

板橋区以外
の地域のお

笑い好きの

方

約1∞人

2 12

お実い芸人
などによる
コミュニ

ティアプリ
による収益

事業

シアタ=戻0フ アンクラフアプリ事業 母遇水
。本

13:(X)‐ 20:(X)
オンライン 2 24



書式第 10号 (法第 10条・第25条関係)

2025年度 活動予算書 (その他事業が二登場合)

お 用

科目
特定非営利活動に係る事彙 その仕事業

合計
金  ロ 小計・合計 全  ロ 小計・含針

【A

饉

2Q000
5,αЮ

お ,αЮ

20000
5.000

0 編 ,0∞

900,000

∝Ю,αЮ

000.000

0 ∝Юm

0 0 0

395,000

l QOЮЮ

10,∞Ю

10.000

200.000

625,000

395,000

10.000

10,000

10,∞0

200.OЮ0

1.600,αЮ

30.000

30,000

“

.αЮ

1,700ЮЮ0

1.600,∝Ю

30.000

∞ .0∞

0.αЮ

2&野・αЮ

0 0 0

15:Ю ,αЮ 1,700,αЮ 3200,∝Ю

1

1

綸科手当

置員颯目

退職綸付費用

櫃制鷹生費

2 モ

会口貴

旅費交通費

地代朦■

口価腱却費

通信費

Щ

支払薇■■ (専門家卿

ⅨЮαЮ

∝Ю,αЮ

5∞.000

0 5∞ .OЮ0

110.000

■000000

2CЮ.(X〕 0

lβ 10,000

110,000

■000,OЮ0

200.000

1.379.000

7.0∞

15.OЮЮ

1′01,αЮ

1,379,000

7.000

15,000

2711,αЮ

1コ 10,000 1′01,000 3211,000

百〕
~天
爾T~

■員籠H
綸科手当

選●綸付費用

福利厚生■

0 0 0

(2)その他饉崚
消鮨品費

水菫光熱費

1 邊僣遭独ヨ
1 地代家■
1旅 費姐 費
1 支払手数料
1 支払颯■料 (専門家■m

0 0 0

設立・定款変更用

特定非営利活的法人 お実いヨヨ

お実いライプの定期目僣による地域住民との交流促違事業

子ども食堂におけるポランテイア活働及び地域イベント●彙

芸人の地位向上及び活口支■に目する書発事業

防災や地域祭りなどへの■力事業

地城活性化や交流促遺を目的として、お実いライプ0のイベントでの飲食提供、及び飲食
店の運営事彙

●■のレンタルに口連する収益事凛

グッズ限売や公減に関連する収益事彙

ホームページやSNSでの広告事業

お実い芸人などによるコミュニティアプリによる収益凛準

亜正Ⅱ日

■■「コロ

=硼
□

正会員受取会■

■助会員受取会費

燿■ i_:



0 0

1,810,000 1′

“

)1,0∞

当 日 饉 常 増

"口
【Al― 【B卜 ・・① {260,000)

"Ю
,000

【C】 饉 常 外 収 益

饉 0

【D】 経 常 外 費 用

饉 0 0

当 鋼 饉 常 外 増 減 額 iCl― 【D… … ② 0

顧
~覆~E~分

摂 ロ ロ … ・0 )19.o"c ="α つ
税 ヨ1前 当 鋼 正 味 財 口 増 減 颯 ①+0+O・ … ④

次 日 ● 鶴 正 財

lγ́ ″

―

o一 39,000

。

… 0

ギ唐曖動

饉

'9`“

EI王日亜ヨ

災書員矢

過年度損益修正鋼

D

円7可薫爾
匡亜
=回



1単 立:円

特定非営利活動に係る事業 その仕事彙

′」ヽOl・ 合計
合計科目

金  颯 小計・合計 金  自

20.000

5,000

25.0∞
20,000

5,∞0

0

“

.αЮ

0 1200,0∞

1.200,000

1′00000
1,200.OЮ 0

0 00

a“Ю,αЮ

2.る00,∝Ю

120,000

120,000

240,000

3“6」αЮ

240.000

480,αЮ

12ρ∞

12Ю00
12,000

750,αЮ

型Ю・αЮ

12.∝Ю

12.000

12.OЮЮ

240,000

2.400,000

120,OЮ 0
lm.ooo
240,000

00

4.861.0001,田 1,αЮ 2800.000饉

【A】 饉 常 収 益

0 1,020,OЮЮ

1.02QαЮ

1,020,αЮ

:,020.OЮ 0

■752.αЮ

1.656.(X'0 1,656.000

36.000

∞ .αЮ

36,000

∞ ,000

3.324.000

240,000

132.000

1.200.000

240.000

1.572.αЮ

132.000

1.200,OЮ 0

2502,000 1752.000 4344,000

会口彙

旅費交通費

地代家賃

ヨ価償却費

轟信費

Щ

支払颯■料 (専円ま囀口0

2

(1)人 .

綸科手当

役員颯■

退職綸付費用

福利厚生費

ｎ

）(1〕 .人,キ」L

役員颯H
綸科手当

退職綸付費用

福利厚生費

書式第 10号 (法第10条・第25条関係)

2026年度 活動予算書 (その他事業が二五場合〕

経 常 費 用

2 そ

設立・定歌変更用

特定非営利活出法人 お実い連菫

0

消耗品質

水道光熱費

通信菫菫費

地代家■

燎費交■■

支払手彙‖

支払嘔■料 (専門家抑



饉 常 用

ｎ

）

2.592,(X〕0 1,762,000

①当 ロ ロ 常 増 コ ロ 【A】 ¨ 【BI (611.000) :.120,αЮ

0饉

【Cl饉 ,外 収 益

:D】 饉 常 外 費 用

用饉

0当 翔 饉 常 外 増 漱 菫 iCl― 【D… … ②
～′.′ )′ Oco雇

~雇~日~万~顧~吾~晨
‐
~1・
0

_^:絶JHЮけ
-

517.000

轟審
"∈0研謁6

-

税 引 動 当 日 正 味 財 塵 増 減 ● ①+②+O・ … ④

次 正 塵

贄害n失
過年ヨロ貼L●■■

前綺n鱚正味財塵薇 ・・・0

F[3扇百団

「
訂7面司



書式第6号 (法第 10条関係)
設立用

特定非営利活動法人 お笑い連盟 設立趣旨書
].餃立の目的

私たち「特定非営利活動法人 お笑い連盟」は東京都板橋区の遊座大山商店街にある劇場で、お笑い芸

人が中心となり、地域社会を明るくする活動を通じて、コミュニティの活性化を図ることを目的として

います。お笑いを通じて、人々が実顔になり、地域における結びつきを強めることで、より良い社会の

成に寄与したいという思いから、法人化を目指しています。

2.活■の心晏性
地域における孤立や疎外感は、現代社会の大きな課題です。特に都市部では、人々の交流が減少し、

コミュニティの結びつきが希薄化しています。このような状況下で、笑いを通じた交流は、心の健康を

進し、人々を結びつける有効な手段となります。「板橋シアター咲」は、地域住民が気軽に参加できる

場として、また実いを共有できる場として、既に多くの方々に支持されてきました。これをさらに広げ

るため、NPO法人化により、活動を組織的かつ持続的に展開することが必要です。

3.具体的な活動内容

・ 晨寄席:私たちの小劇場である
「板橋シアター咲」では1年以上にわたり、昼寄席というライブイベ

ントを定期的に開催し、地域の人々に笑いと娯楽を提供しています。これにより、住民の生活に彩りを

添えると同時に、芸人たちに活躍の場を提供しています。

・ ポランテイア活動:当劇場に出演する芸人たちは、子ども食堂
でのポランティア活動に積極的に参

加し、地域の子どもたちやその家族を支援しています。また、防災訓練や地域のお祭りなど、さまざま

な地域イベントにも積極的に参加し、地域の一員としての役割を果たしています。

o芸人の支援:『板橋シアター咲」は無料で芸人が参加できる劇場であり、着手芸人や地元の芸人に
活躍の場を提供しています。今後は、芸人の地位向上や活動を支援するための具体的な施策を展開し、

芸人たちが持続可能なキャリアを築けるよう、積極的な支援を行っていく予定です。

4.活動の効果・期待される成果

私たちの活動により、地域社会はより活気に満ち、住民同士の交流が促進されます。また、芸人たち

にとっても、より多くの経験を積み、将来的なキャリアを築くための貴重な場となります。地域に笑い

と絆をもたらす活動を通じて、社会全体の幸福度を向上させ、持続可能なコミュニティの形成に貢献で

きると信じています。

5。 今後の展望

活動が大きくなりつつある中で、法人化により、さらなる組織的な支援と安定した活動基盤を築き、

より多くの人々にお笑いと地域支援の活動を届けていきたいと考えています。また、芸人たちの地位向

上を目指し、彼らの活動を支える仕組み作りを進めていきます。

2024年  12月   1日

設立代表者

 

西田 幸貴氏名




